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１．健康経営顕彰制度の報告



【 大企業 等 】 【 中小企業 等 】

大企業・大規模医療法人 等

健康経営度調査への回答

健康宣言に取り組む法人・事業所
(日本健康会議 宣言５)

中小企業・中小規模医療法人等

※50％ルールなし 30,000法人

健康経営優良法人
健康経営に取り組む法人・事業所
（日本健康会議 宣言４）

健康経営優良法人

 健康経営に係る各種顕彰制度を推進することで、優良な健康経営に取り組む法人を「見える化」し、従業員
や求職者、関係企業や金融機関などから「従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組んで
いる企業」として社会的に評価を受けることができる環境を整備する。

 各地域においても、自治体等による健康経営の顕彰制度が広がっている。
 なお、健康経営優良法人2020より、健康経営優良法人（大規模法人部門）認定法人の中で、健康経営

度調査結果の上位500法人のみを「ホワイト500」として認定する。

全国規模の取組

地方自治体による表彰
・認定（登録）

自治体における取組

地域の企業等

（例）
● 青森県 健康経営認定制度

• 県入札参加資格申請時の加点
• 求人票への表示
• 県特別補償融資制度
● 静岡県 ふじのくに健康づくり推進事業所宣言

• 県によるPR
• 取組に関する相談・支援
• 知事褒章への推薦案内 等

首長による表彰
※ヘルスケア産業課調べ

健康経営に係る顕彰制度について（全体像）

健康経営銘柄
原則1業種1社

健康経営優良法人
（大規模法人部門）

ホワイト500
上位500法人
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健康経営優良法人（中小規模法人部門）
健康経営を全国に浸透させるには、特に地域の中小企業における取り組みを広げることが不可

欠であり、中小規模法人部門においては、個社に合った優良な取組を実施する法人を積極的に認
定することで、健康経営のすそ野を広げるツールとしている。
中小規模法人に対しては、引き続き自社の健康課題に応じた取組を実践し、地域における健康

経営の拡大のために、その取組事例の発信等をする役割を求める。

健康経営銘柄及び健康経営優良法人への期待
 健康経営銘柄及び健康経営優良法人への期待として、以下整理している。

健康経営銘柄
健康経営銘柄の方針は、「東京証券取引所の上場会社の中から『健康経営』に優れた企業を選

定し、長期的な視点からの企業価値の向上を重視する投資家にとって魅力ある企業として紹介を
することを通じ、企業による『健康経営』の取組を促進することを目指す」こととしている。
健康経営銘柄企業に対しては、健康経営を普及拡大していく「アンバサダー」的な役割を求め

るとともに、健康経営を行うことでいかに生産性や企業価値に効果があるかを分析し、それをス
テークホルダーに対して積極的に発信していくことを求める。

健康経営優良法人（大規模法人部門）※ホワイト500含む
健康経営優良法人の方針は、「健康経営に取り組む優良な法人を『見える化』することで、従

業員や求職者、関係企業や金融機関などから『従業員の健康管理を経営的な視点で考え、戦略的
に取り組んでいる法人』として社会的に評価を受けることができる環境を整備する」こととして
いる。
大規模法人に対しては、グループ会社全体や取引先、地域の関係企業、顧客、従業員の家族な

どに健康経営の考え方を普及拡大していく「トップランナー」の一員としての役割を求める。
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「健康経営銘柄2020」の選定

4

業種 選定企業 業種 選定企業
水産・農林業 日本水産株式会社

電気機器
オムロン株式会社

鉱業 国際石油開発帝石株式会社 株式会社堀場製作所
建設業 日本国土開発株式会社 キヤノン株式会社

食料品
アサヒグループホールディングス株式会社 輸送用機器 株式会社デンソー
味の素株式会社 精密機器 テルモ株式会社
株式会社ニチレイ その他製品 株式会社アシックス

繊維製品 株式会社ワコールホールディングス 電気・ガス業 東京瓦斯株式会社
パルプ・紙 ニッポン高度紙工業株式会社 陸運業 東急株式会社

化学
花王株式会社

情報・通信業
Zホールディングス株式会社

第一工業製薬株式会社 株式会社ＫＳＫ
医薬品 小野薬品工業株式会社 SCSK株式会社

石油・石炭製品 ＪＸＴＧホールディングス株式会社 卸売業 株式会社TOKAIホールディングス
ゴム製品 住友ゴム工業株式会社 小売業 株式会社丸井グループ

ガラス・土石製品 TOTO株式会社 銀行業 株式会社みずほフィナンシャルグループ

鉄鋼 愛知製鋼株式会社 証券、
商品先物取引業 株式会社大和証券グループ本社

非鉄金属 住友電気工業株式会社
保険業

ＳＯＭＰＯホールディングス株式会社

金属製品 リンナイ株式会社 東京海上ホールディングス株式会社
機械 株式会社ディスコ その他金融業 リコーリース株式会社

電気機器 コニカミノルタ株式会社 不動産業 東急不動産ホールディングス株式会社
ブラザー工業株式会社 サービス業 株式会社ディー・エヌ・エー

 令和2年3月、第6回となる「健康経営銘柄2020」として30業種40社を選定。選定に用いる健康経営度調査
には、過去最高の2,328法人からの回答があった。

 １業種１社を基本としつつ、健康経営度調査の結果において各業種で最も高い健康経営度の企業の平均を算
出し、その平均より高い健康経営度である企業も選定している。

※業種は東京証券取引所の業種区分



 日本健康会議が「健康経営優良法人2020」を認定。
 ４回目の認定となる今回は、大規模法人部門に1,481法人（うち500法人を「ホワイト500」とす
る）、中小規模法人部門に4,723法人が認定され、前回から大規模法人で約1.8倍、中小規模
法人部門では約1.9倍の認定数となった。（令和2年3月2日現在）

「健康経営優良法人2020」の認定

＜健康経営優良法人2020認定証授与の様子＞
※健康経営アワード中止に伴い、日本健康会議からの委嘱を受け、

別途地方経済産業局長から各代表法人に認定証を授与

中部経済産業局長から大規模法人部門代表として、
佐久間特殊鋼（株）社長に認定証授与を実施

中国経済産業局長から中小規模法人部門代表として、
ネッツトヨタ山陽（株）社長に認定証授与を実施
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 全ての都道府県において認定法人があり、もっとも認定数が多いのは大阪府の６０１法人。

「健康経営優良法人2020中小規模法人部門」の都道府県別の認定数
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163

59

32
52

86
114

98

32
7477

111
66117

69
45

69

28

9
18677

197577
98

6393
601

283

44
24

118
2153

8227

40 23
5349

9825
47 78 23

28
5013

351

都道府県名 件数

茨城県 32⇒32

栃木県 54⇒74

群馬県 41⇒77

埼玉県 78⇒111

千葉県 47⇒66

東京都 193⇒351

神奈川県 62⇒117

北海道 82⇒163

青森県 32⇒59

岩手県 15⇒32

宮城県 47⇒86

秋田県 28⇒52

山形県 59⇒114

福島県 52⇒98

新潟県 36⇒69

富山県 30⇒45

石川県 30⇒69

福井県 13⇒28

山梨県 4⇒9

長野県 86⇒186

岐阜県 27⇒77

静岡県 104⇒197

愛知県 287⇒577

三重県 67⇒98

滋賀県 28⇒63

京都府 51⇒93

大阪府 282⇒601

兵庫県 136⇒283

奈良県 22⇒44

和歌山県 13⇒24

鳥取県 18⇒21

島根県 25⇒53

岡山県 59⇒118

広島県 46⇒82

山口県 17⇒27

徳島県 13⇒23

香川県 40⇒53

愛媛県 23⇒49

高知県 32⇒40

福岡県 63⇒98

佐賀県 8⇒25

長崎県 24⇒47

熊本県 50⇒78

大分県 8⇒23

宮崎県 3⇒28

鹿児島県 30⇒50

沖縄県 5⇒13

※2020年３月2日現在

6※緑枠は平成30年度比2倍以上の都道府県



健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）申請・認定状況
健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）は令和元年8月30日～令和元年10月31日で申請を受け
付けた結果、昨年の約2倍となる6095法人からの申請があり、そのうち4723法人が認定された。

7第１回（2016年度） 第２回（2017年度） 第３回（2018年度） 第４回（2019年度）

397
816

2899

6095

318
775

2501

申請数

申請数

申請数

申請数
認定法人数

（認定率80％）

認定法人数

（認定率95％）

認定法人数

（認定率86％）

申請数2倍

申請数3.6倍

申請数2.1倍

4723

認定法人数

（認定率77％）
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２．健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）
申請書におけるアンケート結果



健康経営の普及に向けた学術研究のための個社名付きデータの利活用
 平成30年度から、健康経営度調査については主に健康経営の普及を目的として学術研究のた
め、過去6年間の各設問の個社名付きデータを、利用申請のあった大学等の研究機関向けに提
供することを開始。2020年3月時点で、これまでに10件の調査研究にデータを提供し、健康経営
の実践が実際に企業にどのような効果を与えるかといった分析が行われている。

 中小規模法人部門についても、申請書を電子化することで回答データの分析が容易となることから、
中小企業における健康経営の取組の実態把握及び健康経営普及促進の学術研究のための個
社名付きデータの提供を開始。

 特にアンケート項目において、健康経営の効果検証や課題感、会社概要が分かる財務データ
（売上高、営業利益、資本金）等を取得した。

9

健康経営度調査/健康経営優良法人（中小規模法人部門）申請書データ提供方針
研究内容 健康経営の普及に向けた学術研究であること（学会や論文等での発表を想定）
利用者の範囲 大学等の研究機関や研究を目的とした研究チーム

※研究代表者及びデータ管理者には、営利を目的として経済活動を行う経済主体が含まれていないこと。
※研究チームは、チーム設置にあたる契約書やチーム内でのデータの取り扱いや秘密保持に係る誓約書や覚書
等を提出すること。

提供する調査データの
範囲

・経産省が過去実施した健康経営度調査の回答結果
・日本健康会議が過去実施した健康経営優良法人（中小規模法人部門）申請書の回答結果
※研究に必要な最小限のデータのみ
※個社データの利用について提供可とした法人のみ

利用期間 承認書の日付から3年以内

※データ利用にかかる承認書等の手続きフォーマットについては、経産省HP「健康経営の推進」に掲載予定。
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenko_keiei.html

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/kenko_keiei.html


健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）アンケート結果①
 中小企業における健康経営の実態把握のため、健康経営優良法人2020（中小規模法人部
門）申請書において今回アンケートを実施したところ、主な結果は以下のとおり。

 健康経営の効果については、従業員の健康状態の改善が最も多く、その次に生活習慣やリテラ
シーの向上が続く。その次に組織の活性化やエンゲージメント、人材に関する効果（採用・離職防
止）が続き、企業業績まで実感している企業は2割弱。
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55.6%

43.2%

42.4%

41.1%

40.0%

34.4%

32.5%

30.6%

30.2%

22.4%

21.5%

19.5%

9.9%

0.8%

0.4%

31.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

従業員の健康状態の改善
従業員の生活習慣や健康へのﾘﾃﾗｼｰの改善･向上

企業ブランドイメージの向上
組織の活性化

従業員間のコミュニケーションの改善・促進
過重労働の抑制・防止ﾜｰｸﾗｲﾌﾊﾞﾗﾝｽの推進

従業員のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ・ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄの向上
人材の採用

従業員の生産性の向上
リスクマネジメントの強化

離職の防止
企業業績の向上

顧客満足度の向上
その他

特に効果は実感していない
無回答

Q1.健康経営に取り組むことでどのような効果を実感していますか。

n＝6,095



73.3%

67.7%

61.1%

39.6%

38.1%

19.4%

1.6%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

人材の採用・定着

組織の活性化

企業ブランドイメージの向上

リスクマネジメント

企業業績の向上

顧客満足度の向上

その他

無回答

健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）アンケート結果②
 経営課題解決のための健康経営という視点に基づき、目標を定めている法人は半数以上。
 そのうち、具体的に解決したい経営課題は人材の採用・定着が最も多く、そのほか、組織の活性
化や企業イメージの向上も多い。
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Q2.貴社の経営課題の解決のために、
健康経営を経営戦略として捉え、
目標を定め計画を策定していますか。

55.0%

11.8%

33.2%

はい いいえ 無回答

P D

C A

n＝6,095

（複数回答）

Q2SQ1.経営戦略に基づく方針として、健康経営を
どのように位置づけていますか。健康経営の実施
によりどのような経営課題の解決を目的としてい
るかお答えください。

n＝3,354



健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）アンケート結果③
 健康経営の実践による振り返りや効果検証、及び、それに基づき取組の改善や見直しを検討して
いる法人は全体の半分程度。
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Q3.健康経営を実践したのち、その取組に
ついて振り返り、取組前後の変化につい
て把握していますか。（１つだけ）

P D

C A

51.4%

13.5%

35.1%

はい いいえ 無回答

n＝6,095

Q4.健康経営を実践したのち、振り返り
に基づき、取組の改善や見直しを検討
していますか。（１つだけ）

P D

C A

52.7%

11.2%

36.1%

はい いいえ 無回答

n＝6,095



健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）アンケート結果④
 健康経営の情報発信状況について、HPやSNSが最も多く、そのほか口頭、名刺へのロゴの掲載、
説明会、パンフレットでの発信を実施している。

 情報発信先としては、顧客・取引先、入社希望者が多い。次いで従業員の家族への発信が多く、
中小企業の特徴といえる。
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Q5.地域や他社への健康経営関連の情報発信の
状況について教えてください。

35.6%

24.2%

17.4%

13.1%

9.6%

6.5%

5.5%

4.0%

4.0%

9.6%

36.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

自社のＨＰやＳＮＳを通しての発信

直接、口頭での発信

名刺に健康経営優良法人のロゴマークを記載

自社の説明会等での説明

パンフレット配付等を通して発信

新聞等のメディアによる取材･見学の受け入れ

健康や健康経営に関する講演会で登壇

他企業等による取材・見学の受け入れ

その他

特に健康経営に関する情報発信をしていない

無回答

n＝6,095

Q6.誰に対して情報発信を行っていますか。

38%

31%

17%

16%

11%

8%

3%

2%

5%

43%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

顧客・取引先

入社希望者

従業員の家族

他社（「１．顧客・取引先」を除く）

グループ会社

地域住民

株主・投資家

その他

特に健康経営に関する情報発信をしていない

無回答

n＝6,095

（複数回答） （複数回答）



健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）アンケート結果⑤
 健康経営を進めていく上で4割以上の法人が課題を感じており、特に従業員の意識の低さや人手
不足、予算不足があがっている。

 他方、サポートを受けている法人も5割程度で、専門職の派遣や健康経営事例収集が多い。健
康経営コンサル等の活用は1割程度。
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Q9.健康経営を進めていく上で困っていることを
教えてください。

17.0%

16.1%

12.6%

8.8%

7.9%

3.6%

3.5%

17.4%

39.2%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

健康経営を進めたいが従業員の意識が低い

健康経営に取り組むための人手が足りない

健康経営に取り組むための予算が足りない

誰に相談したらよいかが分からない

具体的に何をしたら良いかが分からない

経営に対する効果やメリットが分からない

その他

特に課題はない

無回答

n＝6,095

（複数回答）

18.4%

18.1%

11.9%

9.8%

7.2%

5.1%

5.2%

9.3%

41.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

産業医や保健師、社労士等の専門職の派遣

健康経営の取り組み事例の紹介ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ配布

健康経営を実践してる企業への表彰･認定制度

健康経営ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄによる企業診断とｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

健康経営についての社長向け研修会

健康経営を実践してる企業に対する優遇措置

その他

特にサポートは必要ない

無回答

Q10.健康経営を進める上で、どのようなサポー
トを受けていますか。
n＝6,095

（複数回答）
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３．健康経営銘柄2021選定要件
及び

健康経営優良法人2021認定要件について



 健康経営優良法人においては、広く施策に取り組むだけでなく、PDCAを回し、自社の取組を評価・分
析・改善していくことが重要。そのため、令和元年度はPDCAを回しているかどうかを重視した。

 その観点で、認定要件の選択項目の「④健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設
定」についてはPDCAのPにあたる基礎的な要件であり、令和2年度（健康経営優良法人2021）の
認定要件において「④健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定」を必須化するこ
とを第21回健康投資WGにおいて議論し、令和元年度の健康経営銘柄2020選定・健康経営優良
法人2020認定の手続きの中でアナウンスを行った。

健康経営銘柄及び健康経営優良法人の選定・認定要件

16

全体数 適合率

健康経営度調査回答法人の適合率 2,328法人 76.4%
健康経営優良法人2020（大規模法人部門）
認定法人の適合率

1,481法人 92.9%

＜健康経営優良法人2020（大規模法人部門）における「健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定」の適合率＞

＜健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）における「健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定」の適合率＞

全体数 未回答率 適合率（未回答除く）

健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）
申請法人の適合率

6,095法人 38.3% 90.6%

健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）
認定法人の適合率

4,723法人 32.3% 93.7%



大項
目 中項目 小項目 評価項目

認定要件

銘柄・ホワイト500 大規模

１．経営理念(経営者の自覚)
健康宣言の社内外への発信（アニュアルレポートや統合報告書等での発信） 必須

①トップランナーとして健康経営の普及に取り組んでいること 必須 左記①～⑮のう
ち12項目以上

２．組織体制
経営層の体制 健康づくり責任者が役員以上

必須
保険者との連携 健保等保険者と連携

３
．
制
度
・
施
策
実
行

従業員の健康
課題の把握と
必要な対策の

検討

対策の検討 健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定 必須

健康課題の把握

②定期健診受診率（実質100％）

左記②～⑮のう
ち12項目以上

左記①～⑮のう
ち12項目以上

③受診勧奨の取り組み

④50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

健康経営の実践
に向けた基礎的
な土台づくりとワー
クエンゲイジメント

ヘルスリテラシーの向上 ⑤管理職又は従業員に対する教育機会の設定
※「従業員の健康保持・増進やメンタルヘルスに関する教育」については参加率（実施率）を測っていること

ワークライフバランスの推進 ⑥適切な働き方実現に向けた取り組み

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

病気の治療と仕事の両立支援 ⑧病気の治療と仕事の両立の促進に向けた取り組み(⑮以外)

従業員の心と
身体の健康づくり

に向けた
具体的対策

保健指導 ⑨保健指導の実施及び特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み
※「生活習慣病予備群者への特定保健指導以外の保健指導」については参加率（実施率）を測っていること

健康増進・
生活習慣病予防対策

⑩食生活の改善に向けた取り組み

⑪運動機会の増進に向けた取り組み

⑫女性の健康保持・増進に向けた取り組み

感染症予防対策 ⑬従業員の感染症予防に向けた取り組み

過重労働対策 ⑭長時間労働者への対応に関する取り組み

メンタルヘルス対策 ⑮メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

受動喫煙対策 受動喫煙対策に関する取り組み
必須

取組の質の確保 専門資格者の関与 産業医又は保健師が健康保持・増進の立案・検討に関与

４．評価・改善 取組の効果検証 健康保持・増進を目的とした導入施策への効果検証を実施 必須
５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）
※「誓約書」参照

定期健診の実施、健保等保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施、50人以上の事業場にお
けるストレスチェックの実施、従業員の健康管理に関連する法令について重大な違反をしていないこと、など 必須

健康経営銘柄2021選定基準及び健康経営優良法人2021（大規模法人部門）認定基準（案）
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健康経営優良法人2021（中小規模法人部門）の認定基準（案）
大項目 中項目 小項目 評価項目 認定要件

１．経営理念(経営者の自覚) 健康宣言の社内外への発信及び経営者自身の健診受診 必須

２．組織体制 健康づくり担当者の設置 必須

３
．
制
度
・
施
策
実
行

従業員の健康課題
の把握と必要な
対策の検討

対策の検討 健康増進・過重労働防止に向けた具体的目標(計画)の設定 必須

健康課題の把握

①定期健診受診率(実質100％)
左記①～③
のうち

２項目以上 左
記
①
～
⑭
の
う
ち
７
項
目
以
上

②受診勧奨の取り組み

③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

健康経営の実践に
向けた基礎的な
土台づくりと

ワークエンゲイジメント

ヘルスリテラシーの向上 ④管理職又は従業員に対する教育機会の設定
左記④～⑦
のうち
少なくとも
１項目

ワークライフバランスの推進 ⑤適切な働き方実現に向けた取り組み

職場の活性化 ⑥コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

病気の治療と仕事の両立支援 ⑦病気の治療と仕事の両立の促進に向けた取り組み(⑮以外)

従業員の心と身体の
健康づくりに向けた
具体的対策

保健指導 ⑧保健指導の実施又は特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み

左記⑧～⑭
のうち

３項目以上

健康増進・
生活習慣病
予防対策

⑨食生活の改善に向けた取り組み

⑩運動機会の増進に向けた取り組み

⑪女性の健康保持・増進に向けた取り組み

感染症予防対策 ⑫従業員の感染症予防に向けた取り組み

過重労働対策 ⑬長時間労働者への対応に関する取り組み

メンタルヘルス対策 ⑭メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

受動喫煙対策 受動喫煙対策に関する取り組み 必須

４．評価・改善 保険者へのデータ提供
（保険者との連携） (求めに応じて)40歳以上の従業員の健診データの提供 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）
※誓約書参照

定期健診の実施、健保等保険者による特定健康診査・特定保健指導の実
施、50人以上の事業場におけるストレスチェックの実施、従業員の健康管理に
関連する法令について重大な違反をしていないこと、など

必須

18



令和２年度の健康経営顕彰制度のスケジュール（予定）
 「健康経営銘柄2021」及び「健康経営優良法人2021」に係るスケジュールは以下を想定。

２０２０年 ２０２１年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 ３月 …

健
康
経
営

度
調
査

健
康
経
営
銘

柄
２
０
２
１

健
康
経
営
優
良
法
人
２
０
２
１

大
規
模
法
人

中
小
規
模
法
人

審査期間

認定期間
～2022年
3月31日

健
康
経
営
優
良
法
人

２
０
２
１
の
発
表

健
康
経
営
銘
柄

２
０
２
１
の
発
表
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健
康
経
営
度
調
査
・
認
定
基
準
の
検
討 健康経営優良法人

２０２１
(中小規模法人部門)

申請受付

令
和
２
年
度

健
康
経
営
度
調
査

選定期間

健
康
経
営
優
良

法
人
２
０
２
１

(

大
規
模
法
人
部
門)

申
請
受
付

第
２
４
回
健
康
投
資W

G

審査期間



「受動喫煙対策に関する取り組み」の強化
 評価項目中、「受動喫煙対策に関する取り組み」については、「健康経営優良法人

2019」から必須項目となっており、すべての事業場において、①敷地内禁煙、②屋内
全面禁煙、③敷地内での空間分煙（喫煙室）のどれかに該当することを要件としてい
る。（ただし、飲食店、ホテル・旅館等においては、喫煙可能区域を設定した上で当
該区域において適切な換気を行っている事業場があればよいとしている）

 他方、2020年4月1日から健康増進法の一部を改正する法律（平成30年法律第78号）
（改正健康増進法）が全面施行される中（学校・病院・児童福祉施設等、行政機関に
ついては2019年7月1日施行）、上記の取組は法令遵守程度であると考えられ、健康経
営優良法人の取組としては不十分ではないかと言った声もあり、基準を強化していく
必要があるのではないか。

20

 例えば、①敷地内禁煙、②屋内全面禁煙のみに該当することを要件とし、③敷地内での空
間分煙（喫煙室）は認めないこととする、といった基準も検討されうる。

 改正健康増進法の第2種施設である「（飲食店を含む）多数の者が利用する施設や旅客運
送事業船舶・鉄道」については原則屋内禁煙であり、技術的基準を満たした喫煙室を設置
することができるが、①や②とした場合に加点対象とするといったことも考えられる。

 ただし、当該項目は必須項目であるため、今年度は改正健康増進法の基準と整合を図るに
留め、基準を強化する部分は、来年度の基準変更に向けて今年度アナウンスをする。

 来年度基準検討委員会において、具体的な基準変更について議論していきたい。
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４．健康経営優良法人2021（大規模法人部門）に向けて



後期高齢者支援金の加算制度との関係について
 健康経営優良法人2020申請に当たって、連名申請する保険者単位の特定健診・保健指導の実施率
（2018年度実績）が加算対象の場合は、申請を不可としているが、その結果、主に総合健保所属の法
人から、厳しすぎるのではないかといったご指摘が複数あった。

 第22回健康投資WGにおいて、保険者が加算対象であれば申請を不可とすることを大原則ではあるも
のの、令和2年度に向けて一部の法人に対する救済措置を設けることとなった。

 具体的には以下の要件としてはどうか。
連名申請する保険者単位の特定健診・保健指導の実施率（2019年度実績）が加算対象の場合は、申請を
原則不可とするが、一定の条件を満たした法人については救済する。
＜一定の条件（案）＞
以下の要件をすべて満たすこと
① 申請を行う法人の保険者加入者数の、保険者全体の加入者数に占める割合が、加算対象となる特定保

健指導実施率未満（つまり、仮に同法人における特定保健指導実施率が100％になったとしても、同
法人が所属する保険者が加算対象となってしまう場合）
（例）A法人が所属するB総合健保の全体の加入者数・・・15万人

A法人の従業員のうちB総合健保の加入者数・・・0.1万人
A法人のB総合健保加入者数の、B保険者全体の加入者数に占める割合は、0.1万÷15万＝0.6％
健康経営優良法人2020の誓約事項となる総合健保の2018年度の特定保健指導実施率は2.5％以上であるため、
健康経営優良法人2020であれば要件を満たすことになる

② 申請を行う法人単位での特定健診・特定保健指導実施率が加算対象となる特定健診・特定保健指導実
施率以上
（例）健康経営優良法人2020の場合、総合健保の場合2018年度の特定健診実施率は50％以上、特定保健指導実施

率は2.5％以上
③ 健康経営度調査のスコアが上位50％以内であること。
④ 健康経営度調査で、以下の選択項目を実施していると回答していること。

・保険者に対して事業者健診結果のデータ提供を行っている
・就業時間中の特定保健指導の実施を認めている 22
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５．健康経営優良法人2021（中小規模法人部門）に向けて



保険者が健康宣言事業を行っていない法人への対応について
 健康経営優良法人（中小規模法人部門）の認定にあたっては、法人が加入している保険者が行う
健康宣言事業に参加することが必須だが、特に国保組合では様々な事情から実施していない場合
が多い。

 前回WGでは、まず国保組合において事業を実施出来る体制があるかどうかを検討し、実施が困難な
場合には何らかの代替手段を検討する方針となったため、以下のとおり確認を行った。

【国保組合の現状】
 国保組合の中には、法人の加入割合が高い組合と、個人事業主の加入割合が高い組合とがある。
 個人事業主の加入割合が高い組合では、法人の健康宣言事業・優良法人認定へのニーズがない可能性がある。
 健康宣言事業の開始・運用は保険者内部の手続きのみで完結するものであるが、事業の実施について検討してい
る国保組合は限られていると考えられる。

 健康宣言事業を実施し、法人が健康宣言に取り組むことで国保組合にもメリットがあることを、周知できていない。

こうした背景を踏まえ、以下のような取組を行うことにより、令和2年度は健康宣言事業の代替手段を設け
ず、引き続き保険者が行う健康宣言事業への参加を認定にあたって必須としてはどうか。
① 「健康宣言事業の概要」に加えて 「保険者のメリット」 、「法人のニーズ」を伝える紹介資料を作成し、国保組合

に対して健康宣言事業の実施に協力いただけるよう依頼する。紹介資料は、国保組合を所管する都道府県を通
じて、 3月中をめどに全ての国保組合に向けて周知する。

② 保険者が健康宣言事業を行っていないと法人から申し出のあった国保組合については、事務局から直接働きかけ
るのではなく、まず所管の都道府県から働きかけていただけるよう、それぞれの都道府県に対して依頼する。

③ 健康宣言事業の実施を検討する国保組合に対しては、事務局から事業の詳細を案内する。
24



健康経営優良法人2021（中小規模法人部門）の新たな冠について①

25

名称募集のHPを公開し募集を開始

経済産業省ホームページ内に専用ページを設け、令和元年
度事業委託先である日本総合研究所がメールによる応募
を受け付ける

メールアドレス：200010-kenko-all@ml.jri.co.jp

８月頃 名称の発表

健康経営優良法人2021（中小規模法人部門）申請
受付開始前、または開始時に、新たな冠の名称を発表する

募集受付締切り

令和２年
３月２７日

５月頃

８月頃

６～７月頃 事務局にて選定した候補の中から健康経営基準検討委
員会を経て、第24回健康投資WGにおいて決定

新たな冠の募集および決定のスケジュール

取り組み始めたばかりの中小企業でも申請しや
すいというメリットがある一方で、高いレベルの法
人が取り上げられにくい

一定の数値化のルールを設けることで、特に優
れた取組や、地域における健康経営の拡大に
寄与する取組を行う法人を選定する

○○５００

 「健康経営優良法人2021（中小規模法人部門）」の認定にあたり、新たに設置する冠の名称
を募集する。

 新たな冠の対象は、一定のルールで選ばれた上位500法人程度とすることを想定。



健康経営優良法人2021（中小規模法人部門）の新たな冠について②
 新たな冠の認定基準を決めるにあたり、「健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）」の
申請書のアンケート結果をもとに、ある一定のルールで上位500法人をシミュレーション算出した。

 その結果、大都市に偏ることなく、都道府県割付を行わなくても各都道府県から約500法人が抽
出される結果となった。詳細な点数配分については令和2年度の基準検討委員会において議論。

＜今回用いた一定のルール＞
① 健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）の認

定要件の選択項目15項目のうち12項目以上が適合
しており、且つ、適合数に応じて加点（1項目1
点）

② 健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）の申
請書のアンケートQ11「お手本にしている企業」
において他社から名前が挙がった回数

③ 健康経営優良法人2020（中小規模法人部門）の申
請書のアンケートQ5及びQ6について、健康経営を
発信している状況に応じて加点
 Q5「地域や他社への健康経営関連の情報発信
の状況について」における選択肢の選択数

 Q5SQ1「講演会・説明会での年間の登壇回
数」（5回以上を3点、3～4回を2点、1～2回
を1点）

 Q5SQ5「取材や見学などの年間の受け入れ回
数」 （5回以上を3点、3～4回を2点、1～2
回を1点）

 Q6「誰に対して情報発信を行っているか」に
おける選択肢の選択数

26

健康経営優良
法人2020
全体に占める
割合と法人数

今回のシミュ
レーション結
果に占める割
合と法人数

大都市 ３２％

1529 / 4723

２９％

173 / 594※2

他の地域 ６８％

3194 / 4723

７１％

421 / 594

大都市と他の地域※1での認定割合と
シミュレーション結果との比較

※１：大都市は、健康経営優良法人2020で認定数の多い上位３都府
県（大阪、愛知、東京）、他の地域は４４道府県の合計

※２：ボーダーラインの点数において、109法人同列順位であったた
め、シミュレーション上の認定法人数は594法人となる
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